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全人的存在としての人間の行動 
  
いうまでもなく人間は全体的な存在である。そのため、人間はその全体性の一部を構成す

る社会的な存在でもある。このことについて、人間に対する全人的医療（holistic medicine）

アプローチの普及や、その前提として人間を理解する上で語られてきたソシオ・サイコ・

ゾマ（socio-psycho-soma: 社会-心理-身体）という視点、あるいはWHO憲章における健康

の定義の例などをあげることができる。 

WHO は「健康とは、病気でないとか、弱っていないということではなく、肉体的にも、

精神的にも、そして社会的にも、すべてが満たされた状態にあること」（日本WHO協会訳）

と定義している。ちなみに、この定義について 1998年に新しい提案がなされ、現在では上

記の健康を構成する 3つの要素に“spiritual”（霊的・精神的）の側面が加わり、またこれ

ら健康を構成する諸要素も“dynamic”（力動的・相互補完的）な関係で捉えるよう変わっ

てきている。 

以上のように、人間が全人的な存在であり社会的な存在であるということは、人間がとる

行動もこれらの背景をもつことになり、その意味で人間行動は社会的な影響を受けざるを

えないことになる。当然、人間行動の一部を構成する保健医療行動も、同様に社会的な背景

をもち社会的な影響を受ける。 

ここにいう社会的背景とは、広くは政治体制、経済状態、地域環境の状態を意味し、狭く

は個人の属性を構成する性別、学歴、所得、配偶関係に始まり、社会的支援ネットワークや

情報普及の状況など、個人や集団を取り巻く生活環境の状態を意味する。 

この考えに立てば、保健医療行動に関わる前項の「2 動機付け理論」「3 行動変容ステー

ジ」におけるキーワードとして一般に用いられることが多い、信念・欲求・価値・規範など

個人や集団の行動に影響を与える要素も社会的背景をもち、歴史的にもその影響を受けて

いることになる。 

 

大衆社会状況としての健康ブームと健康（中心）主義 
  

現代社会の特徴のひとつとして健康ブームとそれへの人びとの取り組みをあげることが

できる。多くの人びとが「○○は体に良い」「○○で○○が治る（予防できる・増進できる）」

という情報に一喜一憂し、何らかの行動を取っている姿を容易に見ることが出来る。この

○○の前段部分に当てはまるのは、例えば①食品やサプリメント、酒類やタバコなど体外に

ある物質の積極的摂取や逆にそれらの節制や制限であり、②エクササイズや運動の習慣化、

睡眠への取り組みの見直し、ヨーガや瞑想、アロマセラピーなどの生活習慣の変容に関する

もの、③衛生環境の整備および受療行動に関するものなど幅広い 1)。これら大衆化された健

社会的背景 
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康観は、保健医療に関する社会学の文脈で用いられてきた枠組みとしての保健医療従事者

による「専門家」（profession）支配に基づく健康観からの「素人」(lay men) に解放された

健康観への変化といってよい 2)。この種の健康観に基づき、人びとが取るこれら大衆化され

た行動も「保健医療行動」と呼ぶことができるだろうか。 

ここで問題にしなければならないのはゾラ（Zora, I.K）がヘルシズム healthism（健康

主義）の脈絡で捉えた、手段の自己目的化された保健医療行動の側面である 3)。これはこれ

まで広く社会科学の分野で用いられてきた言説に基づくものであり、本来は幸福や何らか

の目的を達成したり実現したりするための手段としての健康追究であったものが、（日常生

活の中でそのことが忘却されることによって）この＜手段＞であるはずの健康追究がいつ

の間にか＜目的＞となってしまった倒錯した状況のことである。時に依存の対象として立

ち現れる、このような健康追究の姿は「逸脱した」保健医療行動の側面を意味し、社会的脈

絡で捉え直すことによって見いだすことができる保健医療行動の課題といえる 1)。 

 

健康の社会的決定要因と健康格差 
  
上の「全人的存在としての人間の行動」において、人間の保健医療行動は政治体制、経済

状態、地域環境や性別、学歴、所得、配偶関係など歴史的社会的な背景の影響を受けること

を述べた。このことはWHO が委員会を設け研究を進めている、健康や平均余命などの状

態が個人の遺伝子や生活習慣（および、保健医療行動）だけでなく、社会経済的な地位など

の社会的要因によって規定されているという側面、そしてこのことからもたらされる健康

格差の側面と関連する 4)。  

 確かに、この点は保健医療行動を研究する行動科学の限界であることは否定できない。

このことは、健康追究の分野にも個人や集団の力では及ばない強大な歴史的社会的規定力

が存在することを物語っている。だが、健康格差の解消を一挙に実現することは、そのた

めの新たなシステム構築を早急に実行に移すことと同様、甚だ困難である。したがって、

これら保健医療行動科学の限界を自覚しながらも、現在の個別具体的な問題解決のために

可能な限り人びとの行動変容を指向していくことが現実的な対応であると考えられる。 

 

コロナウイルス感染症(COVID-19)という新たなパンデミックの発現を受けて 
  
見出しの数字が示すように、2019年から私たちは後にCOVID-19（Coronavirus Disease-19）

と称されるようになる新たなパンデミックを経験した。 

 それまで、わが国では 21 世紀以降発現した同類の SARS（Severe Acute Respiratory 

Syndrome：重症急性呼吸器症候群）やMERS（Middle East Respiratory Syndrome：中

東呼吸器症候群）による影響を実質的に免れてきたこともあり、100年前のスペイン風邪以

来多くのひとびとが初めて経験するといって良い久びさのパンデミックとなっている。 

 この COVID-19 の発現まで、わが国においては人口の高齢化の影響もあり 20 世紀後半

以降、慢性疾患や生活習慣病を疾病構造の中心に据え、それとの関連で予防医学やエージン
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グ、健康増進、メンタルヘルスなどに対応する医療体制を築いてきたといってよい。また、

ほかならぬ本学会が取り扱ってきたテーマも、同様に感染症や急性疾患が顧みられること

は少なく、これら慢性疾患や生活習慣病に関するテーマが中心であったといってよい。 

これに加えて、行政改革の一環として推し進められたのが保健所の統廃合である。全国の

保健所数は 1960年代から一貫して 800カ所を上回っていたが、2020年は 469カ所まで減

少した 5)。その矢先、COVID-19の発現によって引き起こされたさまざまな現象（以下、コ

ロナ禍と略す）を経験することによって、多くの市民は保健所の多岐にわたる機能や重要性

に改めて気付かされたに違いない 6)。 

 ところで、このコロナ禍において医療従事者（profession:専門職）、市民（lay men:素人）

を問わず、あらゆる側面で最も人びとが重要性を認知し、連呼された言葉をあげるなら、そ

れは＜行動変容＞という言葉であろう。そしてこの＜行動変容＞こそは、本学会にとっての

最も共通のキーコンセプトといってよい。まさに、これまで慢性疾患・生活習慣病といった

テーマで取り沙汰されてきた＜行動変容＞の問題が、改めて感染症の世界で「日の目を見た」

といって良いかもしれない。それゆえ、ある意味で本学会の存在意義がこれほどまでに高ま

った次期はなかったのではないかと思うほどである。 

今回、コロナ禍を経験することによって、私たちは感染症が単に実験室の中での生物体と

しての人間と病原体としてのウイルスの枠組みを超えて存在していることに否応なく気づ

かされた。そしてこのことを通して、まさに社会的背景としての視点の重要性が改めて問い

直されたといってよい。 

それはまず、ウイルスの宿主である人間の行動によって感染の拡大や縮小が規定される

点があげられる。いわゆる、感染予防におけるマスクの着用や手指消毒、「3 密」（密閉、

密集、密接）を避けるといった行動や早期の受検（PCR 等の検査を受けること）、自主隔

離などがそうである。また、その後開発されたワクチンの接種や、続いて開発された経口

薬における服薬アドヒアランスの問題にかかわる意識や態度の形成、およびそれに基づく

＜行動変容＞のことである。これらはすべて社会的背景の問題と繋がる重要なテーマとい

ってよい。 

そのため、前節までに取り上げてきた点を参考にコロナ禍をより広く社会的脈絡との関

連で捉え直すことが大切となる。このことは今後必ず訪れるといってよい新たな感染症（執

筆時点で発現している COVID-19 の亜種・亜型以降の新たな亜種・亜型を含む）について

も同様である。 
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